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１ 指定統計調査の承認 
指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

商業統計調査 

（７条２項） 

H18.11.9  平成 18 年５月１日に施行された会社法（平成 17 年法律第

86 号）を受けて、経営組織区分の変更を行うとともに調査票

の設計の変更等を行う。 

・調査事項中、経営組織区分のうち「有限会社」を削除し、

「株式会社」を「株式会社（有限会社を含む）」とするとと

もに、「合同会社」を追加する。   

・調査票の設計について、年間商品販売額について、商品名、

分類番号及び年間商品販売額を記入の上、卸売・小売の別を

選択する方法を改め、記入欄を第２面に設定し、卸売・小売

の別にすべての商品名及び分類番号をあらかじめ印刷し、該

当する商品の販売額を記入する方法とする。 

経済産業

大臣 
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２ 承認統計調査の承認 
承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26692 

(旧 No.26278) 

H18.11.1 バイオ産業創造基礎調査 

バイオ産業創造基礎調査票 
経済産業大臣 

No.26693 

(旧 No.26320) 

H18.11.9 水産物流通調査 

産地水揚量・価格調査（年間）調査票 
農林水産大臣 

No.26694 

(旧 No.26321) 

H18.11.9 水産物流通調査 

産地水揚量・価格調査（月別）調査票 
農林水産大臣 

No.26695 

(旧 No.26322) 

H18.11.9 水産物流通調査 

産地水産物用途別出荷量調査票 
農林水産大臣 

No.26696 

(旧 No.26325) 

H18.11.9 水産物流通調査 

冷蔵水産物在庫量調査票 
農林水産大臣 

No.26697 

(旧 No.26326) 

H18.11.9 水産物流通調査 

水産加工（陸上）調査票 
農林水産大臣 

No.26698 

(旧 No.25939) 

H18.11.14 航空輸送統計調査 

航空機稼働時間等調査票 
国土交通大臣 

No.26699 

(旧 No.25940) 
H18.11.14 

航空輸送統計調査 

国内定期航空運送事業輸送実績調査票 
国土交通大臣 

No.26700 

(旧 No.25941) 
H18.11.14 

航空輸送統計調査 

国際航空運送事業輸送実績調査票 
国土交通大臣 

No.26701 

(旧 No.26342) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

物品賃貸（リース）業調査票 
経済産業大臣 

No.26702 

(旧 No.26343) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

物品賃貸（レンタル）業調査票 
経済産業大臣 

No.26703 

(旧 No.26344) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

情報サービス業調査票 
経済産業大臣 

No.26704 

(旧 No.26345) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

広告業調査票 
経済産業大臣 

No.26705 

(旧 No.26346) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

クレジットカード業調査票 
経済産業大臣 

No.26706 

(旧 No.26347) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

エンジニアリング業調査票 
経済産業大臣 

No.26707 

(旧 No.26348) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

映画館調査票 
経済産業大臣 

No.26708 

(旧 No.26349) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

劇場・興行場，興行団調査票 
経済産業大臣 

No.26709 

(旧 No.26350) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

ゴルフ場調査票 
経済産業大臣 

No.26710 

(旧 No.26351) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

ゴルフ練習場調査票 
経済産業大臣 
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No.26711 

(旧 No.26352) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

ボウリング場調査票 
経済産業大臣 

No.26712 

(旧 No.26353) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

遊園地・テーマパーク調査票 
経済産業大臣 

No.26713 

(旧 No.26354) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

パチンコホール調査票 
経済産業大臣 

No.26714 

(旧 No.26355) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

葬儀業調査票 
経済産業大臣 

No.26715 

(旧 No.26356) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

結婚式場業調査票 
経済産業大臣 

No.26716 

(旧 No.26357) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

外国語会話教室調査票 
経済産業大臣 

No.26717 

(旧 No.26358) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

カルチャーセンター調査票 
経済産業大臣 

No.26718 

(旧 No.26359) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

フィットネスクラブ調査票 
経済産業大臣 

No.26719 

(旧 No.26360) 
H18.11.16 

特定サービス産業動態統計調査 

学習塾調査票 
経済産業大臣 

No.26720 

(旧 No.26330) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

と畜場調査票 
農林水産大臣 

No.26721 

(旧 No.26331) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

食肉卸売市場調査票（豚）（日別） 
農林水産大臣 

No.26722 

(旧 No.26331) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

食肉卸売市場調査票（豚）（月別） 
農林水産大臣 

No.26723 

(旧 No.26332) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

食肉卸売市場調査票（牛）（日別） 
農林水産大臣 

No.26724 

(旧 No.26332) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

食肉卸売市場調査票（牛）（月別） 
農林水産大臣 

No.26725 

(旧 No.26333) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

鶏卵流通統計調査票 
農林水産大臣 

No.26726 

(旧 No.23538) 
H18.11.17 

畜産物流通統計調査 

食鳥流通統計調査票 
農林水産大臣 

No.26727 

(旧 No.26276) 
H18.11.17 

農業構造動態調査 

農業構造動態調査票 
農林水産大臣 

No.26728 

(旧 No.25833) 
H18.11.17 

企業の土地取得状況等に関する調査 

平成１８年度企業の土地取得状況等に関する調査票 
国土交通大臣 

No.26729 

(旧 No.25833) 
H18.11.17 

企業の土地取得状況等に関する調査 

平成１９年度企業の土地取得状況等に関する調査票 
国土交通大臣 

No.26730 

(旧 No.26282) 
H18.11.17 

就労条件総合調査 

就労条件総合調査調査票 
厚生労働大臣 
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No.26731 

(旧 No.26284) 
H18.11.22 

連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調

査 

医療状況実態統計調査票 

財務大臣 

No.26732 

(旧 No.22962) 
H18.11.22 

平成１７年土木工事費内訳調査 

平成１７年土木工事費内訳調査票 
国土交通大臣 

No.26733 

(旧 No.26318) 
H18.11.24 

企業行動に関するアンケート調査 

企業行動に関するアンケート調査票 
内閣総理大臣 

No.26734 

(旧 No.25911) 
H18.11.27 

非鉄金属等需給動態統計調査 

非鉄金属等需給月報（生産業者用） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.26735 

(旧 No.25912) 
H18.11.27 

非鉄金属等需給動態統計調査 

非鉄金属等需給月報（販売業者用） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.26736 

(旧 No.25913) 
H18.11.27 

非鉄金属等需給動態統計調査 

非鉄金属等需給月報（消費者用） 

資源エネルギ

ー庁長官 

No.26737 

(旧 No.23529) 
H18.11.28 

鉄鋼需給動態統計調査 

鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別払出（生産業者工場用） 
経済産業大臣 

No.26738 

(旧 No.23530) 
H18.11.28 

鉄鋼需給動態統計調査 

鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別受入・払出・在庫（生産

業者本社営業所用・販売業者用） 

経済産業大臣 

No.26739 

(旧 No.23531) 
H18.11.28 

鉄鋼需給動態統計調査 

特殊鋼鋼材需給月報 
経済産業大臣 

No.26740 

(旧 No.23532) 
H18.11.28 

鉄鋼生産内訳月報 

鉄鋼生産内訳月報（鍛鋼品・鋳鋼品） 
経済産業大臣 

No.26741 

(旧 No.23533) 
H18.11.28 

鉄鋼生産内訳月報 

鉄鋼生産内訳月報（特殊鋼鋼材販売・在庫，普通鋼鋼材生

産内訳，鋼管生産内訳） 

経済産業大臣 

No.26742 

(旧 No.     ) 
H18.11.28 

雇用環境および人材の育成・採用に関する実態調査 

雇用環境及び人材の育成・採用に関する実態調査票 

中小企業庁長

官 

No.26743 

(旧 No.26399) 
H18.11.30 

農業物価統計調査 

農業物価統計調査調査票 
農林水産大臣 

No.26744 

(旧 No.23643) 
H18.11.30 

砕石等動態統計調査 

砕石動態統計四半期報 
経済産業大臣 

 



 －7－

３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

106097 H18.11.1 防災関連技術と人材育成の国際貢献に関する調査 大阪府知事 

106098 H18.11.8 農業資源調査（農用地面積及び農道整備状況） 農林水産大臣

106099 H18.11.28 男女共同参画社会に向けての市民意識調査 鉾田市長 

106100 H18.11.28 
ワーク・ライフ・バランスに関する事業所及び労働者の意

識アンケート 
大阪府知事 

106101 H18.11.28 労働関係総合実態調査（雇用管理・教育訓練等実態調査） 山口県知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

206117 H18.11.1 老人保健福祉計画等統計調査 厚生労働大臣

206118 H18.11.2 国民健康保険事業月報等 厚生労働大臣

206119 H18.11.2 県民意識調査 兵庫県知事 

206120 H18.11.6 観光動向調査 大阪市長 

206121 H18.11.17 医療実態調査 岐阜県知事 

206122 H18.11.20 人口移動調査 鳥取県知事 

206123 H18.11.21 企業経営者見通し調査 鳥取県知事 

206124 H18.11.21 鉱工業生産動態調査 鳥取県知事 

206125 H18.11.24 衛生行政報告例 厚生労働大臣

206126 H18.11.28 本社等の活動実態調査 東京都知事 

 
（3） 中止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

306027 H18.11.8 農道・林道整備状況調査 農林水産大臣

306028 H18.11.20 水産業経営調査 鳥取県知事 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 商業統計調査 

【承認年月日】 平成１８年１１月９日 

【指定番号】 ００００２３ 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部構造統計課 

【目 的】 商業の実態を明らかにし，商業に関する施策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 この調査の前身は，昭和６年から同１１年にわたって行われた商工省の「東京市商業調査」である

が，指定統計第２３号に指定された昭和２４年から昭和２６年までは特定市において毎年実施され

た。本格的なセンサスとして昭和２７年から昭和５１年までは２年に１回実施され，昭和５４年以

降は３年に１回の調査に改められた。調査の対象は，日本標準産業分類大分類Ｉー卸売・小売業，

飲食店に属する全国すべての商店・飲食店であり，昭和２７年から昭和３１年までは甲調査（法人

組織の商店と常用従業者を使用している個人商店），乙調査（常用従業者を使用していない個人商

店）の２種類，昭和３３年以降は甲及び乙から飲食店を切りはなして丙調査として，甲・乙・丙の

３種類の調査に分けられている。なお，昭和４７年から甲調査は，法人組織の商店に，乙調査は，

個人商店について行うように改められた。昭和５４年調査では従来の５月調査から６月調査に変更

するとともに，丙調査の調査票を「丙」及び「丙の２」に分割，「売場面積」の定義変更（「大規

模小売店舗における小売業の事業活動の調査に関する法律」（昭和４９法１０９）に規定する定義

に一致），来客専用駐車場の有無等の調査項目の追加等が行われた。昭和５７年調査では，来客専

用駐車場の有無にかえて「開店時刻及び閉店時刻」及び「ボランタリーチェーン又はフランチャイ

ズ・チェーン組織への加盟の有無」の調査項目が追加された。また，「丙の２」調査は，昭和５７

年調査において他計方式に改められ，昭和６１年調査からは中止されている。昭和６０年から，財

政等の事情により，甲・乙調査と丙調査が２年にわたり分離実施され，また，丙調査は平成４年調

査をもって中止されている。昭和６０年，６３年及び平成３年に甲・乙調査，昭和６１年，平成元

年及び４年に丙調査が実施された。昭和６３年調査では，甲調査と乙調査の調査票が一枚化され

た。平成３年には，長崎県の島原市及び深江町については雲仙不普賢岳の噴火災害により調査の範

囲から除外された。平成４年には，飲食店における来客用駐車場の有無の項目が追加された。丙調
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査については，平成４年を最後に廃止された。平成１１年には，事業所・企業統計調査と本調査

（簡易調査）との同時実施が，１枚の調査票により実施された。平成１４年には，国に属する事業

所の追加，チェーン組織への加盟の有無の項目の復活，電子商取引の有無の項目の追加，本社等一

括調査方式の一部導入がなされた。なお，商店数の推移は次のとおりである。昭和５７年調査２６

８万店（卸・小売 ２１５万，一般飲食店 ５３万），昭和６０・６１年調査２５５万店（丙の２

除く）（卸・小売 ２０４万，一般飲食店 ５１万），昭和６３・平成元年調査２５５万店（丙の

２除く）（卸・小売 ２０６万，一般飲食店 ４９万），平成３・４年調査２５４万店（丙の２除

く）（卸・小売 ２０７万，一般飲食店 ４７万），平成６年調査１９３万店，平成９年調査１８

１万店，平成１１年調査１８３万店，平成１４年調査２００万店，平成１６年調査２００万店，平

成１９年調査１９５万店 

【調査の構成】 1-商業調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「商業統計速報」（調査実施から９か月後に公表），

「商業統計表」産業編（総括表，都道府県表，市区町村表），品目編・立地環境特性別統計編（小

売業），業態別統計編（小売業）（以上，調査実施から１年５か月後に順次公表） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 1-商業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）卸売・小売業に属する事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９５０，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自

計 （把握時）６月１日現在 （系統）経済産業省→都道府県→市区町村→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）６月１日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び電話番号，２．事業所の所在地，３．経営組織及び資本金額又は出資金

額，４．本店・支店の別及び本店の所在地・電話番号，５．事業所の開設時期，６．従業者数等，

７．年間商品販売額等，８．年間商品販売額の販売方法別割合，９．商品手持額，１０．年間商品

販売額のうち小売販売額の商品販売形態別割合，１１．セルフサービス方式採用の有無，１２．売

場面積，１３．営業時間，１４．来客用駐車場の有無及び収容台数，１５．チェーン組織への加盟

の有無，１６．年間商品仕入額の仕入先別割合，１７．年間商品販売額のうち卸売販売額の販売先
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別割合，１８．企業の事業所数等（１）企業全体の業種区分，（２）商業事業所数，（３）従業者

数，（４）年間商品仕入額，（５）年間商品販売額，（６）電子商取引の有無及び年間商品仕入

額・年間商品販売額に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 バイオ産業創造基礎調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局生物化学産業課 

【目 的】 バイオテクノロジー産業の市場規模を把握することにより，今後のバイオテクノロジー産業の振興に

係る基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－バイオ産業創造基礎調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「バイオ産業基礎調査報告書」（平成１９

年３月３１日） （表章）全国 

【経 費】 ６，９００ 

※ 

【調査票名】 １－バイオ産業創造基礎調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月０１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９２ 調査票承認番号（旧）０２６２７８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）バイオテクノロジーの知見を利用した製品の製造及びサ

ービスの提供を行う企業 （抽出枠）平成１１年度通商産業省企業活動基本調査名簿，（財）バイ

オインダストリー協会会員名簿，（社）バイオ産業情報化コンソーシアム会員名簿，（財）バイオ

インダストリー協会が独自調査で把握しているバイオベンチャーおよびバイオ中小企業名簿，

（社）農林水産先端技術産業振興センター会員等より選定，経済産業省バイオ関連プロジェクト参

加企業，バイオ関連展示会出展企業等に基づき選定 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８４６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成１８年３月３１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１２月１５日 

【調査事項】 １．企業の概要，（１）名称，所在地，記入者，電話番号，ＦＡＸ番号，（２）資本金額，

（３）常時従業者数，（４）設立年，（５）工場等所在地、出荷額割合，（６）業種分類，２．バ

イオテクノロジー関連製品等の国内生産年間出荷額等，（１）製品分野別の国内生産年間出荷額
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（出荷額及び５年後の予測），（２）製品分野別の主な利用技術及び主な製品等のカテゴリー，

（３）海外での生産動向 
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【調査名】 水産物流通調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 農林水産省が，水産物の流通の動向，価格水準及び需給に関する実態を把握し，流通改善対策及び水

産行政の基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３１年水産物市場価格調査として開始され，以後，毎年調査が実施されている。平成８年に消費

地流通段階別価格調査票を廃止し，現在に至っている。 

【調査の構成】 １－産地水揚量・価格調査（年間）調査票，２－産地水揚量・価格調査（月別）調査票，３－産

地水産物用途別出荷量調査票，４－冷蔵水産物在庫量調査票，５－水産加工（陸上）調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「産地水揚量・価格調査（年間）調査」（翌年５月末

日），「産地水揚量・価格調査（月別）調査」（翌月末日），「産地水産物用途別出荷量調査」

（翌年５月末日），「冷蔵水産物在庫量調査」（翌々月の中旬），「水産加工（陸上）調査」（翌

年５月上旬） （表章）全国 

【経 費】 １８，５４５ 

【備 考】 「産地水揚量・価格調査」「産地水産物用途別出荷量調査」：（５，７７３千円），「冷蔵水産物在

庫量調査」：（４，７１４千円），「水産加工（陸上）調査」：（８，０５８千円） 

※ 

【調査票名】 １－産地水揚量・価格調査（年間）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月０９日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９３ 調査票承認番号（旧）０２６３２０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１９７調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業者及

び漁業協同組合 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３６／母２，１７７ （配布）併用 （取集）併用 （記入）

併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター

→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の４月１５日まで 
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【調査事項】 品目別水揚量，価額 

※ 

【調査票名】 ２－産地水揚量・価格調査（月別）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月０９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９４ 調査票承認番号（旧）０２６３２１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）主要１９調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業者

及び漁業協同組合 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２７／母２，１７７ （配布）併用 （取集）併用 （記入）併

用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→

調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎調査月の翌月の２４日まで 

【調査事項】 品目別水揚量，価額 

※ 

【調査票名】 ３－産地水産物用途別出荷量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月０９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９５ 調査票承認番号（旧）０２６３２２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）主要３２調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業

者，漁業協同組合及び仲卸業者 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８２／母２，１７７ （配布）併用 （取集）併用 （記入）併

用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→

調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の４月１０日まで 

【調査事項】 品目別市場上場水揚量（生鮮食用向け，練り製品・すり身，缶詰，その他の食用加工品，魚油・

飼肥料，養殖用又は漁業用飼料） 
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※ 

【調査票名】 ４－冷蔵水産物在庫量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月０９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９６ 調査票承認番号（旧）０２６３２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）５５調査市区町村内に所在する，水産物を取り扱う主

機１０馬力以上の冷凍・冷蔵工場の総冷蔵能力に対し，累積冷蔵能力が８０％に達するまでの冷

凍・冷蔵工場。（ただし，東京都区部及び大阪市にあっては，冷蔵能力１万トン以上の全ての冷

凍・冷蔵工場） （抽出枠）２００３年漁業センサス冷凍・冷蔵工場名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７２６／母５，７５７ （配布）併用 （取集）併用 （記入）

併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター

→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎調査月の翌月の２０日まで 

【調査事項】 品目（冷凍品，塩蔵品）別前月月末在庫量，月間入庫量，月間出庫量 

※ 

【調査票名】 ５－水産加工（陸上）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月０９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９７ 調査票承認番号（旧）０２６３２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）都道府県ごとに品目別生産量の多い方から順に８０％

をカバーするまでの水産加工経営体（加工場又は施設を持たない漁家等を除く。） （抽出枠）平

成１７年陸上加工経営体名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，９２５／母１０，４８８ （配布）併用 （取集）併用 

（記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報

センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の３月１５日まで 
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【調査事項】 品目（ねり製品，冷凍食品，素干し品，塩干品，煮干し品，塩蔵品，くん製品，節製品，その他

の食用加工品，焼・味付のり，生鮮冷凍水産物）別生産量，経営体数 
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【調査名】 航空輸送統計調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課 

【目 的】 我が国の航空運送事業及び航空機使用事業の実態を明らかにするとともに航空行政の基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－航空機稼働時間等調査票，２－国内定期航空運送事業輸送実績調査票，３－国際航空運送事

業輸送実績調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「航空輸送統計年報」（調査年の翌年６月末日），

「航空輸送統計速報」（調査月後２ヶ月以内） （表章）全国 

【経 費】 ２，２１９ 

※ 

【調査票名】 １－航空機稼働時間等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９８ 調査票承認番号（旧）０２５９３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）本邦航空運送事業者及び航空機使用事業者 （抽出枠）

航空法第１００条及び第１２３条に基づく許可名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→報

告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月末日 

【調査事項】 １．使用事業稼働時間，２．国内航空運送事業稼働時間，３．燃料消費量 

※ 

【調査票名】 ２－国内定期航空運送事業輸送実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９９ 調査票承認番号（旧）０２５９４０ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）本邦航空運送事業者のうち国内定期航空運送事業を行

う者 （抽出枠）航空法第１００条に基づく許可名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→報

告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月末日 

【調査事項】 路線別・区間別（発着空港別）１．区間距離，２．運行回数，３．運行時間，４．旅客数，５．

座席数，６．貨物重量，７．超過手荷物重量，８．郵便物重量，９．利用可能重量， 

※ 

【調査票名】 ３－国際航空運送事業輸送実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７００ 調査票承認番号（旧）０２５９４１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）本邦航空運送事業者のうち国際航空運送事業を行う者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課→報

告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月末日 

【調査事項】 方面別１．区間距離，２．運航回数，３．運航時間，４．旅客数，５．座席数，６．座席利用

率，７．輸送重量，８．トンキロメートル，９．利用可能トンキロメートル，１０．重量利用率， 
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【調査名】 特定サービス産業動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部産業統計室 

【目 的】 特定サービス産業の売上高，契約高等の経営動向を把握し，景気動向の判断材料に資するとともに，

産業構造政策，中小企業政策の推進及びサービス産業の健全な育成のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 この調査は，毎月調査として昭和６２年１２月から実施されている。当初は，物品賃貸業，情報サー

ビス業，広告業の３業種について，平成５年１０月からは，クレジットカード業及びエンジニアリング

業の２業種を追加し，５業種で調査を実施してきた。 

 平成１２年１月からは，新規業種として，１．葬儀業，２．結婚式場業，３．映画館，４．劇場・興

行場，興行団，５．ゴルフ場，６．ゴルフ練習場，７．ボウリング場，８．遊園地・テーマパーク，

９．パチンコホール，１０．外国語会話教室，１１．カルチャーセンター，１２．フィットネスクラブ

の１２業種を加えて，合計１７業種について調査を実施するとともに，新世代統計システムへの対応を

行い，インターネットを活用したオンラインでの申告が開始されている。平成１６年からは，学習塾を

加え，計１８業種で実施。 

【調査の構成】 １－物品賃貸（リース）業調査票，２－物品賃貸（レンタル）業調査票，３－情報サービス業調

査票，４－広告業調査票，５－クレジットカード業調査票，６－エンジニアリング業調査票，７－

映画館調査票，８－劇場・興行場，興行団調査票，９－ゴルフ場調査票，１０－ゴルフ練習場調査

票，１１－ボウリング場調査票，１２－遊園地・テーマパーク調査票，１３－パチンコホール調査

票，１４－葬儀業調査票，１５－結婚式場業調査票，１６－外国語会話教室調査票，１７－カルチ

ャーセンター調査票，１８－フィットネスクラブ調査票，１９－学習塾調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「特定サービス産業動態統計速報」（調査翌々月上

旬），「同月報」（中旬） （表章）全国 

【経 費】 ３０，７９１ 

※ 

【調査票名】 １－物品賃貸（リース）業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０１ 調査票承認番号（旧）０２６３４２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器

具賃貸業（日本標準産業分類小分類８８１，８８２，８８３）に属するリース業務を営む企業 

（抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４３／母５６１ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ２－物品賃貸（レンタル）業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０２ 調査票承認番号（旧）０２６３４３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器

具賃貸業（日本標準産業分類小分類８８１，８８２，８８３）に属するレンタル業務を営む企業 

（抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７６／母１，９２０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 
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※ 

【調査票名】 ３－情報サービス業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０３ 調査票承認番号（旧）０２６３４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）情報サービス業（日本標準産業分類中分類３９）に属す

る業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３６／母５，０５０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ４－広告業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０４ 調査票承認番号（旧）０２６３４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）広告業（日本標準産業分類中分類８９）に属する業務を

営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０８／母３，１８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），
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（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ５－クレジットカード業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０５ 調査票承認番号（旧）０２６３４６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）クレジットカード業（日本標準産業分類細分類６４３

１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７６／母３５８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ６－エンジニアリング業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０６ 調査票承認番号（旧）０２６３４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）他に分類されない専門サービス業（日本標準産業分類細

分類８０９９）に属するエンジニアリング業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査

名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９３／母２９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ７－映画館調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０７ 調査票承認番号（旧）０２６３４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）映画館（日本標準産業分類小分類８４１）に属する業

務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４９／母７１６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ８－劇場・興行場，興行団調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０８ 調査票承認番号（旧）０２６３４９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）興行場，興行団（日本標準産業分類小分類８４２）に

属する業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８８／母６９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ９－ゴルフ場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７０９ 調査票承認番号（旧）０２６３５０ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ場（日本標準産業分類細分類８４４３）に属する業

務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２１／母２，０２６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １０－ゴルフ練習場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１０ 調査票承認番号（旧）０２６３５１ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ練習場（日本標準産業分類細分類８４４４）に属す

る業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４０／母２，７０７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １１－ボウリング場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１１ 調査票承認番号（旧）０２６３５２ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ボウリング場（日本標準産業分類細分類８４４５）に属す

る業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２７／母９４８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 
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※ 

【調査票名】 １２－遊園地・テーマパーク調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１２ 調査票承認番号（旧）０２６３５３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）遊園地，テーマパーク（日本標準産業分類細分類８４

５２，８４５３）に属する遊園地・テーマパーク業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業

実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３４／母１６７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １３－パチンコホール調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１３ 調査票承認番号（旧）０２６３５４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）パチンコホール（日本標準産業分類細分類８４６４）に

属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／母１，３８７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の
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場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １４－葬儀業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１４ 調査票承認番号（旧）０２６３５５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）葬儀業（日本標準産業分類細分類８３６１）に属する業

務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２２／母３，７６０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １５－結婚式場業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１５ 調査票承認番号（旧）０２６３５６ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）結婚式場業（日本標準産業分類細分類８３６２）に属する

業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０８／母２，８２２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵
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送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １６－外国語会話教室調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１６ 調査票承認番号（旧）０２６３５７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）外国語会話教授業（日本標準産業分類細分類７７４５）

に属する外国語会話教室業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体

資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２／母１，１４４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １７－カルチャーセンター調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１７ 調査票承認番号（旧）０２６３５８ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）その他の教養・技能教授業（日本標準産業分類細分類

７７４９）に属するカルチャーセンター業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査

名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１６３／母６９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １８－フィットネスクラブ調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１８ 調査票承認番号（旧）０２６３５９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）フィットネスクラブ（日本標準産業分類細分類７７４

７）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７８／母７７２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １９－学習塾調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７１９ 調査票承認番号（旧）０２６３６０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）学習塾（日本標準産業分類小分類７７３）に属する業務

を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／母１，１６５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイス事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事業所の

場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合のみ），

（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３月，６

月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 
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【調査名】 畜産物流通統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 畜産物流通統計調査は，畜産物の生産量，取引数量，価格等を把握し，畜産物の生産・出荷の調整，

流通の合理化対策，価格安定対策等の行政施策を推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－と畜場調査票，２－食肉卸売市場調査票（豚）（日別），３－食肉卸売市場調査票（豚）

（月別），４－食肉卸売市場調査票（牛）（日別），５－食肉卸売市場調査票（牛）（月別），６

－鶏卵流通統計調査票，７－食鳥流通統計調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「と畜場調査」「食肉卸売市場調査」：日別結果は，

調査当日，ホームページ等で公表。月別結果は、調査対象月の翌月下旬までに概要を公表し，詳細

は「畜産物流通統計」により公表。「鶏卵流通統計調査」：１月から６月結果の概要を８月中旬，

７月から１２月結果の概要を翌年２月中旬までに公表し，詳細は「畜産物流通統計」により公表。

「食鳥流通統計調査」：概要を調査対象年の翌年４月末までに公表し，詳細は「畜産物流通調査」

により公表。 （表章）全国 

【経 費】 ４２，０３７ 

【備 考】 「と畜場調査」「食肉卸売市場調査」：（２８，５１２千円），「鶏卵流通統計調査」：（６，０３

４千円），「鶏卵流通統計調査」：（７，４９１千円） 

※ 

【調査票名】 １－と畜場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２０ 調査票承認番号（旧）０２６３３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）と畜場（第１種と畜場，第２種と畜場（第１種とそれ

以外のと畜場）） （抽出枠）と畜場肉畜処理実績一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０５ （配布）郵送 （取集）併用 （記入）併用 （把握時）調

査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→報告者，農林水産

省→民間団体→報告者 
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【周期・期日】 （周期）毎日及び毎月 （実施期日）第１種と畜場はと畜された日，第２種と畜場は翌月 

【調査事項】 と畜頭数，豚及び成牛以外の畜種の枝肉重量 

※ 

【調査票名】 ２－食肉卸売市場調査票（豚）（日別） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２１ 調査票承認番号（旧）０２６３３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食肉中央卸売市場 （抽出枠）卸売市場法に規定する

中央卸売市場（第２条３項） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）しない （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

調査日現在 （系統）農林水産省→民間団体→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日 （実施期日）毎日 

【調査事項】 １．当日の取引情報，（１）併設と畜場のと畜頭数，（２）枝肉上場頭数（うち搬入枝肉頭

数），（３）規格別枝肉取引成立頭数，（４）規格別枝肉取引総重量，（５）規格別枝肉取引総価

額 

※ 

【調査票名】 ３－食肉卸売市場調査票（豚）（月別） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２２ 調査票承認番号（旧）０２６３３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食肉中央卸売市場及び指定市場の卸売会社 （抽出

枠）卸売市場法に規定する中央卸売市場（第２条３項）及び畜産物の安定等に関する法律に規定す

る指定市場（付則第１０条） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）併用 

（把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→報告

者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月 

【調査事項】 １．併設と畜場のと畜頭数（うち荷受け会社分），２．枝肉上場頭数（うち搬入枝肉頭数），

３．規格別枝肉取引成立頭数，４．規格別枝肉取引総重量，５．規格別枝肉取引総価額 

※ 

【調査票名】 ４－食肉卸売市場調査票（牛）（日別） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２３ 調査票承認番号（旧）０２６３３２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食肉中央卸売市場 （抽出枠）卸売市場法に規定する

中央卸売市場（第２条３項） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）しない （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

調査日現在 （系統）農林水産省→民間団体→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日 （実施期日）毎日 

【調査事項】 １．当日の取引情報，（１）併設と畜場のと畜頭数，（２）枝肉上場頭数（うち搬入枝肉頭

数），（３）規格別枝肉取引成立頭数，（４）規格別枝肉取引総重量，（５）規格別枝肉取引総価

額 

※ 

【調査票名】 ５－食肉卸売市場調査票（牛）（月別） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２４ 調査票承認番号（旧）０２６３３２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食肉中央卸売市場及び指定市場の卸売会社 （抽出

枠）卸売市場法に規定する中央卸売市場（第２条３項）及び畜産物の安定等に関する法律に規定す

る指定市場（付則第１０条） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）併用 

（把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→報告
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者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月 

【調査事項】 １．併設と畜場のと畜頭数（うち荷受け会社分），２．枝肉上場頭数（うち搬入枝肉頭数），

３．規格別枝肉取引成立頭数，４．規格別枝肉取引総重量，５．規格別枝肉取引総価額 

※ 

【調査票名】 ６－鶏卵流通統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２５ 調査票承認番号（旧）０２６３３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鶏卵の集出荷機関（集出荷団体，集出荷業者，直接出

荷する生産経営体） （抽出枠）鶏卵集出荷機関一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０２／母２，７５４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター

→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）１月～６月分は７月末，７月～１２月分は翌年１月末 

【調査事項】 １．集荷量（直接集荷のみ），２．一般食用向けの仕向先別出荷量 

※ 

【調査票名】 ７－食鳥流通統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２６ 調査票承認番号（旧）０２３５３８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食鳥処理場 （抽出枠）食鳥処理場一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６６０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）併用 （把握時）調

査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年３月 

【調査事項】 １．集荷先都道府県別集荷量及び飼養戸数羽数，２．仕向量，３．大規模処理場における肉用若
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鶏の月別集荷量 



 - 42 -

【調査名】 農業構造動態調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 農業構造動態調査は，農業構造を取り巻く諸情勢が著しく変化する中で，農業生産構造及び就業構造

に関する事項を把握し，農政の企画・立案，推進等に必要な資料を整備することを目的とする。 

【調査の構成】 １－農業構造動態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（毎年７月末） （表章）全国 

【経 費】 ５９，９０１ 

※ 

【調査票名】 １－農業構造動態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２７ 調査票承認番号（旧）０２６２７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農家 （属性）家族経営体，組織経営体 （抽出枠）２００５年農林業

センサス農林業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／母１９８００００ ６２００／２８０００ 

（配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握時）２月１日現在 （系統）農林水産省→地

方農政局→地方農政事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）２月１日現在 

【調査事項】 １．世帯員の就業状況等（世帯員数，満１４歳未満の世帯員数，満１５歳以上の世帯員の就業状

況，自営農業の主副業別，農業経営の経営主・後継者等），２．田・樹園地・畑別の経営耕地面

積，水稲の作付面積等，３．農作業の受託の状況（水稲作の受託戸数，請負面積，麦作・大豆作の

受託戸数，請負面積，農作業の受託料金収入等），４．農産物の販売状況（農産物の販売金額（売

上高），農産物の部門別販売金額の順位・割合），５．農業労働力の状況（世帯員等の農業経営従

事日数，常雇者の実人数・従事日数，日雇・季節雇者の実人数・従事日数等） 
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【調査名】 企業の土地取得状況等に関する調査 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局土地情報課 

【目 的】 法人による土地の取得，保有及び利用の状況を明らかにすることにより，今後の土地対策のための基

礎資料を得る。 

【沿 革】 第１回調査は，昭和４７年に東証上場約１，３００社を対象に実施されたが第２回調査から資本金１

億円以上の企業を対象に実施されており，第１回及び第２回調査は建設省において，第３回調査から

は，国土庁の発足に伴い国土庁において実施されている。 

 なお，「企業の土地取得状況等に関する調査票Ｂ」については，昭和５６年度調査をもって廃止さ

れ，「企業の土地取得状況等に関する調査票」に一本化されている。また，平成５年度は，土地基本調

査（承認統計調査）の実施に伴い，本調査を休止し，土地基本調査の中に本調査の必要事項を追加して

行った。また，平成１０年度及び１５年度は，法人土地基本調査（指定統計第１２１号を作成するため

の調査）の実施に伴い，本調査の調査客体全部（資本金１億円以上の法人）と法人土地基本調査の調査

客体のうち資本金１億円以上の法人の部分とが重複するため，重複する調査事項について本調査の側で

削除（平成１０年度及び１５年度だけ休止）する措置を講じている。 

【調査の構成】 １－平成１８年度企業の土地取得状況等に関する調査票，２－平成１９年度企業の土地取得状況

等に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「土地の動向に関する年次報告」及び「調査結果報

告」（調査実施年度末） （表章）全国 

【経 費】 １９，４０１ 

※ 

【調査票名】 １－平成１８年度企業の土地取得状況等に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２８ 調査票承認番号（旧）０２５８３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１億円以上の全法人企業 （抽出枠）企業の土地

取得状況等に関する名簿 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）１月１日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１月２０日 

【調査事項】 １．会社の概要，２．所有する土地の面積，３．取得・売却などした土地の面積および帳簿価

格，４．未利用地の今後の利用予定，５．所有する土地の都道府県別資産別面積及び未利用地の面

積 

※ 

【調査票名】 ２－平成１９年度企業の土地取得状況等に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７２９ 調査票承認番号（旧）０２５８３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金額１億円以上の全法人企業 （抽出枠）企業の土

地取得状況等に関する名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）１月１日現在 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月３１日 

【調査事項】 １．会社の概要，２．所有する土地の面積，３．取得・売却などした土地の面積および帳簿価

格，４．未利用地の今後の利用予定，５．所有する土地の都道府県別資産別面積及び未利用地の面

積 
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【調査名】 就労条件総合調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 主要産業における企業の賃金制度，労働時間制度，労働費用，福祉施設・制度，退職給付制度及び定

年制等の基本的事項をローテーションにより調査し，その実態を総合的に明らかにする。 

【沿 革】 従来別個に実施してきた「給与構成調査」，「賃金制度調査」及び「労働時間制度調査」を昭和４１

年に統合し，「賃金労働時間制度調査」として毎年実施されてきたが，昭和５９年に「労働者福祉施設

制度等調査」と統合し，「賃金労働時間制度等総合調査」に改称し，さらに平成１２年に現行の調査名

に改称した。当初事業所単位で実施していたが，昭和４５年に企業単位の調査に変更し，本社の常用労

働者３０人以上の民営企業としている。調査事項は，労働時間制度を毎年調査するが，賃金制度，福祉

施設制度，退職金制度等は，ローテーションで調査する。 

【調査の構成】 １－就労条件総合調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「結果速報」及び「結果報告書」（調査実施１年以

内） （表章）全国 

【経 費】 ３４，０７８ 

※ 

【調査票名】 １－就労条件総合調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３０ 調査票承認番号（旧）０２６２８２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，サービス業（他に分類されないもの）（その他の生活関連サービス業のうち家事

サービス業及び外国公務を除く。）に属し，本社の常用労働者３０人以上の民営企業 （抽出枠）

平成１６年事業所・企業統計調査民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，３００／母１００，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成１９年１月１日現在。ただし，年間については，平成１８年
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１年間（又は平成１７会計年度） （系統）厚生労働省→都道府県労働局→労働基準監督署→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年２月１０日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項，２．労働時間制度に関する事項，３．賃金制度に関する事項，

４．福利厚生制度に関する事項，５．定年制等に関する事項 
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【調査名】 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 国家公務員共済組合の医療給付状況の実態を調査し，今後の短期給付事業の健全な運営を図るための

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－医療状況実態統計調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「国家公務員共済組合事業統計年報」（平成２０年２

月） （表章）全国 

【経 費】 １，２３５ 

※ 

【調査票名】 １－医療状況実態統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３１ 調査票承認番号（旧）０２６２８４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）共済組合の支部 （属性）国家公務員共済組合連合会を組織する共済組

合の支部 （抽出枠）財務省で所有する連合会を組織する共済組合の支部名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１９年４月 （系統）財務省主計局→各財務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月上旬 

【調査事項】 １．組合区分，２．各共済組合支部における通し番号，３．組合員種別，４．組合員・被扶養者

の別，５．一般・高齢者等別，６．生年月日，７．性別，８．標準報酬の等級及び月額，９．疾病

分類番号，１０．診療開始年月，１１．診療種別，１２．診療年月，１３．診療実日数，１４．一

点単価，１５．共済組合に対する請求一点単価，１６．診療点数合計，１７．公費負担，１８．一

部負担金額，１９．食事・生活療養費，２０．診療内容，２１．医療機関の種別，２２高額療養

費， 
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【調査名】 平成１７年土木工事費内訳調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 

【目 的】 建設部門における投入額の推計に必要な基礎資料を得る。 

【沿 革】 産業連関表作成のための調査は，昭和４５年については昭和４７年実施して以降，産業連関表作成の

際に毎回実施しており，今回が８回目に当たる。 

【調査の構成】 １－平成１７年土木工事費内訳調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－平成１７年土木工事費内訳調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３２ 調査票承認番号（旧）０２２９６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設工事受注動態統計調査の対象業者より抽出された元

請建設業者 （抽出枠）建設工事受注動態統計調査の対象業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／母５４０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土交通省→民間

調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年２月１６日 

【調査事項】 １．調査対象工事，（１）工事件名，（２）発注者，（３）工事の主な内容，（４）目的別工事

分類，（５）受注年月，（６）工事種類，（７）完成予定年月，（８）施行都道府県，（９）請負

契約額，２．工事費内訳，（１）直接費工事費，（２）間接工事費，（３）一般管理費等，３．材

料費内訳， 
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【調査名】 企業行動に関するアンケート調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部 

【目 的】 企業が今後の景気や業界需要の動向をどのように見通しているかなどについて継続的な質問を行うと

ともに、その時々の経済情勢に応じた調査項目を選定し、それに関する企業の意識と行動を調査し、企

業活動の面から我が国経済の実態を明らかにする。 

【調査の構成】 １－企業行動に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」新聞等（平成１９年４

月頃） （表章）全国 

【経 費】 ３，２００ 

※ 

【調査票名】 １－企業行動に関するアンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３３ 調査票承認番号（旧）０２６３１８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪，名古屋の証券取引所第一部及び第二部上場

企業 （抽出枠）上場企業名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）内閣府経済社会総合研究所→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０１月１６日 

【調査事項】 １．経営環境と経営基本方針，（１）景気・需要見通し，（２）為替レート，（３）価格（製造

業，水産・農林業，鉱業のみ），（４）設備投資，（５）雇用者数の動向，（６）海外現地生産比

率と逆輸入比率（製造業のみ），２．団塊世代の退職の雇用への影響，（１）企業の業況，（２）

売上高，経常利益等の動向，（３）団塊世代の割合，（４）雇用の不足感・過剰感，（５）団塊世

代の退職による影響，（６）雇用者の増加が見込まれる年齢層，（７）職種別，雇用形態別の雇用

動向，（８）団塊世代の雇用者の年金支給開始年齢までの雇用方針， 
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【調査名】 非鉄金属等需給動態統計調査 

【実施機関】 資源エネルギー庁資源・燃料部鉱物資源課 

【目 的】 非鉄金属等の需給の実態を明らかにすることにより，我が国における非鉄金属等の安定的かつ効率的

な供給の確保を図るため及び鉱物資源に関する政策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－非鉄金属等需給月報（生産業者用），２－非鉄金属等需給月報（販売業者用），３－非鉄金

属等需給月報（消費者用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」及びホームペ

ージにより公表（翌々月２５日） （表章）全国 

【経 費】 ８，８０３ 

※ 

【調査票名】 １－非鉄金属等需給月報（生産業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３４ 調査票承認番号（旧）０２５９１１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び企業 （属性）非鉄金属等の掘採，選鉱又は，製錬（再生を

除く。）を行う事業所又は企業 （抽出枠）非鉄金属等需給動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシミリ （記入）

自計 （把握時）毎月末日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 １．各調査品目ごとの受入，２．各調査品目ごとの消費，３．各調査品目ごとの出荷，４．各調

査品目ごとの月末在庫，５．各調査品目ごとの用途別国内販売内訳 

※ 

【調査票名】 ２－非鉄金属等需給月報（販売業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３５ 調査票承認番号（旧）０２５９１２ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び企業 （属性）非鉄金属等を他から購入（輸入を含む。）

し，その販売を業とする事業所又は企業 （抽出枠）非鉄金属等需給動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９０ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシミリ （記入）

自計 （把握時）毎月末日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 １．各調査品目ごとの受入，２．各調査品目ごとの出荷，３．各調査品目ごとの月末在庫 

※ 

【調査票名】 ３－非鉄金属等需給月報（消費者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３６ 調査票承認番号（旧）０２５９１３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び企業 （属性）非鉄金属等を消費している事業所又は企業 

（抽出枠）非鉄金属等需給動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７７０ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシミリ （記

入）自計 （把握時）毎月末日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 １．各調査品目ごとの自家発生・自家生産，２．各調査品目ごとの受入，３．各調査品目ごとの

消費，４．各調査品目ごとの出荷，５．各調査品目ごとの月末在庫，６．各調査品目ごとの用途別

消費内訳 
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【調査名】 鉄鋼需給動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局鉄鋼課素形材産業室 

【目 的】 普通鋼及び特殊鋼鋼材の需給の実態を把握するため，鋼種別に受入（生産工場，販売業者），出荷

（消費者，販売業者），在庫の月次動向を得る。 

【沿 革】 本調査は，１．鉄鋼需給月報（普通鋼鋼材部門別払出（生産業者工場用）），２．鉄鋼需給月報（普

通鋼鋼材部門別受入・払出・在庫（生産業者本社営業所用・販売業者用））及び３．特殊鋼鋼材需給月

報の３調査票から構成されており，１及び２は，昭和２５年から，３は，昭和５０年から実施されてい

る。 

【調査の構成】 １－鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別払出（生産業者工場用），２－鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材

部門別受入・払出・在庫（生産業者本社営業所用・販売業者用），３－特殊鋼鋼材需給月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「鉄鋼統計月報」（ホームページ）（翌々

月２５日まで） （表章）全国 

【経 費】 ３，４２６ 

※ 

【調査票名】 １－鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別払出（生産業者工場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３７ 調査票承認番号（旧）０２３５２９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）普通鋼熱間圧延鋼材，普通鋼冷間仕上鋼材（線類を除

く），めっき鋼材（線類を除く）又は鋼管を生産する事業所 （抽出枠）生産動態統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 産業部門別・品目別（熱間圧延鋼材，冷間仕上鋼材，めっき鋼材，鋼管等の別）の払出量 

※ 

【調査票名】 ２－鉄鋼需給月報 普通鋼鋼材部門別受入・払出・在庫（生産業者本社営業所用・販売業者用） 
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【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３８ 調査票承認番号（旧）０２３５３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）普通鋼熱間圧延鋼材，普通鋼冷間仕上鋼材（線類を除

く），めっき鋼材（線類を除く）又は鋼管を生産する事業所の本社営業所及び上記の製品を取り扱

う一次問屋の事業所 （抽出枠）生産動態統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 産業部門別・品目別（熱間圧延鋼材，冷間仕上鋼材，めっき鋼材，鋼管等の別）の受入・払出・

月末在庫量 

※ 

【調査票名】 ３－特殊鋼鋼材需給月報 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７３９ 調査票承認番号（旧）０２３５３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）特殊鋼鋼材を取り扱う問屋事業所 （抽出枠）生産動

態統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 鋼種別（工具鋼，特殊用途鋼等の別）の受入・販売・月末在庫量 
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【調査名】 鉄鋼生産内訳月報 

【実施機関】 経済産業省製造産業局鉄鋼課素形材産業室 

【目 的】 １．鍛鋼品及び鋳鋼品の機種別生産の明細を把握して，適切なる行政施策の基礎資料とする。２．特

殊鋼鋼材の用途別外販数量，外販在庫，普通鋼鋼材の外販別生産及び鋼管の製法別・用途別生産を把握

し，適切なる行政施策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，１．鉄鋼生産内訳月報（鍛綱品・鋳鋼品），２．鉄鋼生産内訳月報（特殊鋼鋼材販売・在

庫，普通鋼鋼材生産内訳，鋼管生産内訳）の２調査票から構成されており，いずれも昭和３７年に，経

済産業省生産動態統計調査（指定統計第１１号を作成するための調査）の簡素，合理化措置により分離

して実施されているものである。 

【調査の構成】 １－鉄鋼生産内訳月報（鍛鋼品・鋳鋼品），２－鉄鋼生産内訳月報（特殊鋼鋼材販売・在庫，普

通鋼鋼材生産内訳，鋼管生産内訳） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「鉄鋼統計月報」及びインターネット

（翌々月２５日まで） （表章）全国 

【経 費】 １，７５７ 

※ 

【調査票名】 １－鉄鋼生産内訳月報（鍛鋼品・鋳鋼品） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７４０ 調査票承認番号（旧）０２３５３２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鍛鋼品及び鋳鋼品を生産する事業所 （抽出枠）経済

産業省生産動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１２日 

【調査事項】 １．鍛鋼品又は鋳鋼品別・機種別（鉄道車両，船舶，武器・航空機等の別）の生産内訳，２．内

需・輸出別生産内訳 



 - 55 -

※ 

【調査票名】 ２－鉄鋼生産内訳月報（特殊鋼鋼材販売・在庫，普通鋼鋼材生産内訳，鋼管生産内訳） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年０２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７４１ 調査票承認番号（旧）０２３５３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）特殊鋼鋼材又は普通鋼鋼材（再生鋼材を除く）及び鋼

管を生産する事業所 （抽出枠）生産動態統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日 

【調査事項】 １．特殊鋼外販用鋼材販売・在庫，２．普通鋼外販用鋼材生産内訳，３．鋼管製法別・用途別生

産内訳 
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【調査名】 雇用環境および人材の育成・採用に関する実態調査 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 中小企業における雇用環境の実態と人材の育成・採用に関する取り組みを把握し，今後の中小企業庁

の施策立案の参考とするほか，平成１８年度中小企業白書作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－雇用環境及び人材の育成・採用に関する実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「平成１８年度中小企業白書」（平成１９

年４月頃） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－雇用環境及び人材の育成・採用に関する実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７４２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）農業，林業，漁業，公務，鉱業，電気・ガス・熱供給・

水道業，金融・保険業，複合サービス事業を除く全産業の法人企業 （抽出枠）株式会社東京商工

リサーチデータベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母１，１０６，７４５ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１８年１１月末日現在 （系統）中小企業庁→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１２月８日 

【調査事項】 １．会社概要について，２．雇用環境について，３．キーパーソンについて，４．人材育成の取

り組みについて，５．採用に関する取り組みについて 
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【調査名】 農業物価統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 農業物価指数，その他物価に関する資料を作成するため，農産物の生産者販売価格及び農家が購入す

る農業生産資材の小売価格の動向を月別に把握する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－農業物価統計調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「毎月の調査結果」（調査翌月末），「年間の調査結

果」（調査翌年の５月末），「調査結果報告書」（調査翌々年２月末） （表章）全国 

【経 費】 ３７，０７４ 

※ 

【調査票名】 １－農業物価統計調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７４３ 調査票承認番号（旧）０２６３９９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農家 （属性）調査市町村内の調査品目の取引量の多い出荷団体等及び

農業生産資材の取扱量の多い小売店等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，７１０ （配布）ファクシミリ装置 （取集）ファクシミリ

装置 （記入）併用 （把握時）毎月１５日現在 （系統）農林水産省→地方農政局・農政事務所

→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１５日（野菜は５日及び１５日）（ただし，特別な事情によ

り，特定の品目の価格の騰落が著しい変動若しくは変動が想定され，前期調査日の価格が当該月

の価格を代表するとみなせない場合にあっては，当該品目の調査日を，５日，１５日，２５日と

する。） 

【調査事項】 １．農産物生産価格，２．農業生産資材価格 
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【調査名】 砕石等動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課 

【目 的】 砕石製造業を営む企業について，骨材の生産及び出荷等の実態を把握し，行政上必要とする基礎的資

料を得る。 

【沿 革】 本調査の対象は零細な事業者が多く，昭和５２年の試験的調査「採石業の実態把握」の結果を踏まえ

て，昭和５４年（１０から１２月期）から四半期ごとに実施されているものである。平成１９年より，

砕石業を営む企業の製造する再生骨材の生産・出荷・在庫動向等を調査することに変更し，調査名称も

「砕石動態統計調査」から「砕石等動態統計調査」に変更。 

【調査の構成】 １－砕石動態統計四半期報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「砕石等統計四半期報」（毎期調査票提出

月の翌々月中旬） （表章）全国 

【経 費】 ７，２９８ 

※ 

【調査票名】 １－砕石動態統計四半期報 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１１月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６７４４ 調査票承認番号（旧）０２３６４３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１．採石法第２条に定められた岩石及び鉱業法第３条

に定められた鉱物のうち，石灰石，ケイ石，ドロマイトの砕石を行っている事業所，２．粉砕業を

営む企業の再生骨材を製造する事業所， （抽出枠）社団法人日本砕石協会会員名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５８０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）各四半期末現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期の翌月１５日頃 

【調査事項】 １．砕石及び再生骨材生産・出荷・月末在庫，２．原石，コンクリート塊等再生骨材原料の採

取・受入量，３．電力・燃料の消費量，４．労務，（１）常用従業者数，（２）臨時従業者,（３）

請負従業者数，５．設備公称能力，自家発電能力６．砕石出荷内訳，７．再生骨材出荷内訳 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 防災関連技術と人材育成の国際貢献に関する調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 府内企業の海外研修生受け入れ意向の有無や，国際貢献のための保有技術，国際貢献への意識等を事

前に把握し，本府都市整備行政の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－防災関連技術と人材育成の国際貢献に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）ホームページ（大阪府都市整備部）で公表 （表章）

都道府県 

【経 費】 ４００ 

※ 

【調査票名】 １－防災関連技術と人材育成の国際貢献に関する調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）一般土木建築工事業，土木工事業，舗装工事

業，建築工事業，とび・土工・コンクリート工事業，鉄筋・鉄骨工事業，電気工事業，電気通信・

信号装置工事業，管工事業（さく井工事業を除く），機械器具設備工事業，その他の設備工事業に

属する，企業常用雇用規模２０人以上のすべての株式会社，有限会社，合名会社，合資会社，相互

会社の本所，及び常用雇用者規模２０人以上のすべての株式会社，有限会社，合名会社，合資会

社，相互会社の単独事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）

大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年１月下旬 

【調査事項】 １．企業における自然災害防止の保有技術，２．防災関連技術の外国人人材の育成について，

３．産業界の防災面（自然災害）での国際貢献等について，４．その他 
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【調査名】 農業資源調査（農用地面積及び農道整備状況） 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 農地の有効利用を促進するため，毎年，市区町村毎の農振農用地区域内の耕地及び耕作放棄地面積を

把握し，耕地放棄地率の高い市区町村に対する指導会議を実施するなど食料・農業・農村基本計画にお

ける農地の有効利用の促進に係る施策の工程管理に資することを目的とする。また，農業の生産性向上

や農産物の輸送利便性等に大きく寄与する農道の整備状況を把握し，土地改良事業の推進等に必要な資

料を提供することを目的とする。 

【調査の構成】 １－農振農用地区域内の農用地面積調査票，２－農道整備状況調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（毎年調査実施年の翌月３月末） 

（表章）全国，都道府県，市区町村 

※ 

【調査票名】 １－農振農用地区域内の農用地面積調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８３０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）１２月１日現在 （系統）

農林水産省→地方農政局→地方農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月１日に調査を実施 

【調査事項】 農振農用地区域内の農用地における田・畑・樹園地別耕地及び耕作放棄地面積並びに採草放牧地

面積 

※ 

【調査票名】 ２－農道整備状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８３０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）１２月１日現在 （系統）

農林水産省→地方農政局→地方農政事務所→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月１日に調査を実施 

【調査事項】 農道の管理主体別の８月１日現在における延長距離，トンネル個数及び橋梁個数 
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【調査名】 男女共同参画社会に向けての市民意識調査 

【実施機関】 鉾田市総務部秘書公聴課 

【目 的】 鉾田市男女共同参画計画を策定するにあたり，市民の意識・慣行等の実態や市民が求める施策の優先

順位を検討する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－男女共同参画社会に向けての市民意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）市広報「ほこた」及びホームページにて公

表（平成１９年４月以降） （表章）市区町村 

【経 費】 ６４５ 

※ 

【調査票名】 １－男女共同参画社会に向けての市民意識調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）鉾田市全域 （単位）個人 （属性）鉾田市に住所を有する満２０歳以上の男女 （抽

出枠）住民基本台帳（平成１８年１２月１日現在） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母３６，６６６ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鉾田市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１２月１１日～平成１９年１月１０日 

【調査事項】 １．男女平等意識への関心度，２．結婚について，３．家事等の分担状況，４．離婚について，

５．仕事に対する考え方，６．子供の育て方について，７．少子化について，８．介護や看護への

考え方，９．男女の家庭参加について，１０．女性の人権について，１１．配偶者等からの暴力に

ついて，１２．男女共同参画に関する用語の認知度，１３．市に期待する施策について等 
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【調査名】 ワーク・ライフ・バランスに関する事業所及び労働者の意識アンケート 

【実施機関】 大阪府商工労働部雇用推進室労政課 

【目 的】 大阪府内の事業所及び労働者の「ワーク・ライフ・バランス」に関する意識を把握し，今後の大阪府

における雇用・労働に関する施策のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－ワーク・ライフ・バランスに関する意識アンケート（事業所）調査票，２－ワーク・ライ

フ・バランスに関する意識アンケート（労働者）調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年６月頃） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，３２７ 

※ 

【調査票名】 １－ワーク・ライフ・バランスに関する意識アンケート（事業所）調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６１００ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）大阪府内に所在する民間事業所で，常用労働者

が３０人以上の事業所から抽出した事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名

簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２０，０８４ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年１０月末日現在 （系統）大阪府→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１２月末 

【調査事項】 １．ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ）の重要性の認識及び理由，２．ＷＬＢ関連制度の運用

状況及びその効果，３．事業所における社員への対応状況，４．ＷＬＢに関する一般的質問，５．

事業所の現状 など 

※ 

【調査票名】 ２－ワーク・ライフ・バランスに関する意識アンケート（労働者）調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６１００ 受理番号（旧）００００００ 



 - 66 -

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）労働者 （属性）大阪府内に所在する民間事業所で，常用労働者

が３０人以上の事業所で働く労働者 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１８年１０月末日現在 （系統）大阪府→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１２月末 

【調査事項】 １．ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ）関連制度の利用実績，２．ＷＬＢの取組への考え，

３．自己に対する事業所・上司の状況，４．自己の業務遂行状況・休暇取得状況・仕事への満足

感，５．仕事・会社・私生活に関する意識，６．ＷＬＢに関する一般的質問，７．本人のプロフィ

ール（年齢，業務，配偶者の有無，家事分担割合など） など 
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【調査名】 労働関係総合実態調査（雇用管理・教育訓練等実態調査） 

【実施機関】 山口県商工労働部労働政策課 

【目 的】 山口県内の民営事業所における雇用管理・教育訓練制度の付与・取得状況等の実態を総合的に把握

し，今後の行政施策遂行のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労働関係総合実態調査（雇用管理・教育訓練等実態調査）票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２５５ 

※ 

【調査票名】 １－労働関係総合実態調査（雇用管理・教育訓練等実態調査）票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６１０１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）事業所 （属性）常時雇用する労働者の数が５人以上の民営事業

所から抽出した２０３７事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０３７／母６９，０７２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）９月３０日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成１８年１２月１５日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．新規学校卒業者について，３．中途採用者について，４．フリーターの採

用について，５．昇進・昇格及び人事考課等について，６．人事政策について，７．教育訓練につ

いて，８．年次有給休暇について 
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（２） 変更 

【調査名】 老人保健福祉計画等統計調査 

【実施機関】 厚生労働省老健局計画課 

【目 的】 各自治体における老人保健福祉計画及び介護保険事業計画の実施状況，目標年度への進捗状況を把握

する等老人保健福祉行政の基礎資料を得る。その基礎資料を元に将来推計，分析を行い老人保健福祉計

画及び介護保険事業計画の見直しに活用する。 

【調査の構成】 １－老人保健福祉計画等統計調査票（都道府県分），２－老人保健福祉計画等統計調査票（市町

村分） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年の翌年度２月） （表

章）全国 

【経 費】 ８，６５４ 

※ 

【調査票名】 １－老人保健福祉計画等統計調査票（都道府県分） 

【受理年月日】 平成１８年１１月０１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１７ 受理番号（旧）２０６００５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）計画決定日 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月 

【調査事項】 １．資源の投入，（１）要介護認定（合議体の設置数，要介護認定事務費），（２）居宅介護支

援（ケアマネージャーの研修），２．事業の実態，（１）要介護認定（要介護認定の処理，要介護

認定不服審査の状況） 

※ 

【調査票名】 ２－老人保健福祉計画等統計調査票（市町村分） 

【受理年月日】 平成１８年１１月０１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１７ 受理番号（旧）２０６００５ 



 69

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８４３ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自

計 （把握時）毎年度末又は毎年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月 

【調査事項】 １．資源の投入，（１）要介護認定（認定審査事務共同処理体制，認定審査業務の都道府県への

委託，合議体の設置数，訪問調査体制），（２）居宅介護支援（ケアマネージャーのサービス基

盤，ケアマネージャーの研修），（３）介護予防・生活支援サービス（介護予防等事業，在宅介護

支援事業，家族介護支援事業の事業経費，利用状況，参加人員及び利用料等），２．事業の実態，

（１）要介護認定（要介護認定の処理，要介護認定不服審査の状況） 
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【調査名】 国民健康保険事業月報等 

【実施機関】 厚生労働省保険局調査課 

【目 的】 国民健康保険の事業状況を保険者毎に把握し，制度の健全な運営に広く活用するための基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ａ表，２－国民健康保険毎月事業状況報告書

（事業月報）Ｂ表，３－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表，４－国民健康保険毎

月事業状況報告書（事業月報）Ｄ表，５－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医

療事業月報）Ｅ表，６－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）Ｆ

表，７－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ａ表，８－国民健康保険事業状況報告書（事業

年報）Ｂ表，９－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表，１０－国民健康保険事業状況報

告書（事業年報）Ｄ表，１１－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｅ

表，１２－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｆ表，１３－国民健康

保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｇ表，１４－国民健康保険診療施設事業状

況報告書（診療施設年報）Ａ表，１５－国民健康保険診療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ｂ

表 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「国民健康保険事業月報」（集計後随時），「国民健

康保険事業年報」（毎年３月末） （表章）全国 

【経 費】 １１，０６７ 

※ 

【調査票名】 １－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ａ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．一部負担割合，２．その他の保険給付，３．世帯数及び被保険者数，４．介護保険第２号被

保険者数，５．標準負担額の減額状況，６．被保険者増減内訳，７．本月末現在事務職員数 

※ 

【調査票名】 ２－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｂ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．収入状況及び支出状況，２．保険料（税）収納状況（一般被保険者分），３．保険給付等支

払状況 

※ 

【調査票名】 ３－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｃ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．その他の保険給付の状況，４．療養の給付等

内訳 

※ 
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【調査票名】 ４－国民健康保険毎月事業状況報告書（事業月報）Ｄ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額医療費の状況，３．医療給付等内訳 

※ 

【調査票名】 ５－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）Ｅ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．世帯数及び退職被保険者等数，２．収入状況及び支出状況，３．保険料（税）収納状況，

４．医療給付支払状況 

※ 

【調査票名】 ６－国民健康保険退職者医療毎月事業状況報告書（退職者医療事業月報）Ｆ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．療養の給付等内訳 

※ 

【調査票名】 ７－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ａ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．一部負担割合，２．その他の保険給付，３．世帯数及び被保険者数，４．介護保険第２号被

保険者数，５．標準負担額の減額状況，６．被保険者増減内訳，７．本年度末現在事務職員数 

※ 

【調査票名】 ８－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｂ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．収入状況及び支出状況，２．保険料（税）収納状況（一般被保険者分），３．保険給付等支

払状況，４．保険料（税）（医療給付費分）賦課徴収状況（一般被保険者分），５．保険料（税）
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（医療給付費分）賦課徴収状況（介護保険第２号被保険者分） 

※ 

【調査票名】 ９－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．その他の保険給付の状況，４．療養の給付等

内訳 

※ 

【調査票名】 １０－国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｄ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額医療費の状況，３．医療給付等内訳 

※ 

【調査票名】 １１－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｅ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．世帯数及び退職被保険者等数，２．収入状況及び支出状況，３．保険料（税）収納状況，

４．医療給付支払状況，５．保険料（税）（医療給付費分）賦課徴収状況 

※ 

【調査票名】 １２－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｆ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．医療給付の状況，２．高額療養費の状況，３．療養の給付等内訳 

※ 

【調査票名】 １３－国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｇ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 
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【調査事項】 １．保険料（税）収納状況，２．保険給付支払状況，３．医療給付の状況，４．療養の給付等内

訳 

※ 

【調査票名】 １４－国民健康保険診療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ａ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７４３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．一般状況（施設の名称，診療科目の種類，病床数，職員数等），２．診療状況，３．経理状

況 

※ 

【調査票名】 １５－国民健康保険診療施設事業状況報告書（診療施設年報）Ｂ表 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１８ 受理番号（旧）２０５０４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保険者（市区町村，国民健康保険組合及び国民

健康保険診療施設を経営している市町村等） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７４３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日 

【調査事項】 １．一般状況（施設の名称，診療科目の種類，病床数，職員数等），２．診療状況，３．経理状

況，（１）損益計算書，（２）賃貸対象票 
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【調査名】 県民意識調査 

【実施機関】 兵庫県県民政策部知事室広聴課 

【目 的】 兵庫県民の価値観や行動志向，行政への評価・要望など県民生活の基本的な意識の経年変化を大きな

潮流としてとらえることにより，政策形成，施策運営の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県民意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）ホームページにて公表（平成１９年２月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，８２０ 

※ 

【調査票名】 １－県民意識調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１９ 受理番号（旧）２０５０７５ 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）個人 （属性）成人男女（外国人県民を含む） （抽出枠）兵庫

県市町選挙人名簿，住民基本台帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／母４，６０４，１１７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）兵庫県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月３０日 

【調査事項】 １．県民の健康づくりについて，（１）食生活状況，（２）運動状況，（３）飲酒・喫煙につい

て，（４）歯の状況，（５）健診受診状況，（６）内臓脂肪症候群の認知度等，２．震災に対する

意識，暮らしの意識，県政への意識，（１）地震が起こる可能性，（２）生活の向上感，（３）生

活の満足度，（４）県政への関心度，（５）県政への分野別評価等 



 78

【調査名】 観光動向調査 

【実施機関】 大阪市ゆとりとみどり振興局文化集客部企画観光課 

【目 的】 大阪市の観光集客力の向上に向けて，今後の施策展開を図るうえでの基礎的なデータ収集を行う。 

【調査の構成】 １－観光動向調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）プレス発表（平成１９年秋予定） （表

章）市区町村 

【経 費】 ６，０００ 

※ 

【調査票名】 １－観光動向調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２０ 受理番号（旧）２０５００７ 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）個人 （属性）大阪市内の主要宿泊施設を訪れるビジター （抽

出枠）大阪市内ホテルガイド他 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１，０００ （配布）ホテルフロント （取集）ホテルフロン

ト （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪市→民間調査機関→ホテル担当者→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月１日から１１月３１日の間の連続した９日間 

【調査事項】 １．出発地，２．経由地，３．利用交通機関，４．宿泊理由，５．購入した土産物，６．旅行費

用（総額，交通費，食費，宿泊費，土産物代，入場料・観劇料，雑費），７．訪問先，８．大阪市

のサービス水準・魅力評価，９．大阪市への再訪希望，１０．エリア別訪問先，１１．性別，１

２．年齢，１３．同伴人員，１４．パック旅行の利用，１５．チェックインした曜日 
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【調査名】 医療実態調査 

【実施機関】 岐阜県健康福祉環境部健康政策課 

【目 的】 平成２０年度に改訂を予定している岐阜県保健医療計画の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－医療実態調査票Ⅰ〔本編〕（病院票），２－医療実態調査票Ⅰ〔本編〕（有床診療所票），

３－医療実態調査票Ⅱ〔病棟編〕（病院票），４－医療実態調査票Ⅱ〔病棟編〕（有床診療所票） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，６００ 

※ 

【調査票名】 １－医療実態調査票Ⅰ〔本編〕（病院票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２１ 受理番号（旧）１０２０７３ 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）岐阜県内に所在する全病院及び全有床

診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３３７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１８年１２月１日現在 （系統）岐阜県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１日 

【調査事項】 １．開設者，２．許可病床数，３．標榜している診療科及び患者数，４．併設している施設の状

況，５．社会保険診療等の状況，６．施設承認の状況，７．救急診療体制，８．各種委員会の設置

状況，９．医療安全体制，１０．在宅医療サービスの実施状況，１１．麻酔及び手術等の状況，１

２．特殊診療設備，１３．検査等の実施状況，１４．歯科設備，１５．診療記録専任従事者の配

置，１６．診療情報管理の状況，１７．電子カルテシステムの導入状況，１８．ホームページの開

設，１９．遠隔診療システムの導入状況，２０．医療従事者，２１．病棟における看護職員の勤務

体制，２２．看護の実施状況，２３．院外処方箋の状況，２４．定期的な診療病理的症例検討会の

実施，２５．受動喫煙防止対策の状況，２６．院内保育サービスの実施状況，２７．病診連携の状

況，２８．第三者機関の実施する医療機能評価，２９．疾患対策別の医療実績等 
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※ 

【調査票名】 ２－医療実態調査票Ⅰ〔本編〕（有床診療所票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２１ 受理番号（旧）１０２０７３ 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）岐阜県内に所在する全病院及び全有床

診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３３７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１８年１２月１日現在 （系統）岐阜県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１日 

【調査事項】 １．開設者，２．許可病床数，３．標榜している診療科，４．併設している施設の状況，５．社

会保険診療等の状況，６．診療所の種類，７．期間診療所等，８．予約診療の状況，９．診療状

況，１０．医療従事者，１１．在宅医療サービスの実施状況，１２．麻酔及び手術等の状況，１

３．検査等の実施状況，１４．歯科設備，１５．電子カルテシステムの導入状況，１６．レセプト

処理用コンピュータ，１７．ホームページの開設，１８．遠隔診療システムの導入状況，１９．院

外処方箋の状況，２０．受動喫煙防止対策の状況，２１．病診連携の状況等 

※ 

【調査票名】 ３－医療実態調査票Ⅱ〔病棟編〕（病院票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２１ 受理番号（旧）１０２０７３ 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）岐阜県内に所在する全病院及び全有床

診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３３７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１８年１２月１日現在 （系統）岐阜県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１日 

【調査事項】 １．病棟名及び病床数，２．入院患者の状況 

※ 
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【調査票名】 ４－医療実態調査票Ⅱ〔病棟編〕（有床診療所票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２１ 受理番号（旧）１０２０７３ 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）岐阜県内に所在する全病院及び全有床

診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３３７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１８年１２月１日現在 （系統）岐阜県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１日 

【調査事項】 １．入院患者の状況 
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【調査名】 人口移動調査 

【実施機関】 鳥取県企画部統計課 

【目 的】 住民の出生，死亡及び移動の状況を把握し，県，市町村別人口推計の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－人口移動調査票（総括票），２－人口移動調査票（死亡票），３－人口移動調査票（県外転

入票），４－人口移動調査票（県内転入票），５－人口移動調査票（県外転出票） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「鳥取県人口移動調査結果報告」（毎月２７日頃）

「鳥取県年齢別推計人口」（年末），「鳥取県の人口」（年度末） （表章）都道府県，市区町村 

【経 費】 １，３８２ 

※ 

【調査票名】 １－人口移動調査票（総括票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２２ 受理番号（旧）２８７０１６ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）住民基本台帳法第８条により住民票に記載又は削

除された者，外国人登録法第３条１項若しくは第８条１項の規定により，新規登録若しくは居住地

変更登録の申請をし，又は同法第１２条各項の規定により，登録証明書を返納した外国人 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）月間 （系統）鳥取県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１０日 

【調査事項】 １．出生数，２．死亡数，３．県外転入数，４．県内転入数，５．県外転出数，６．月末世帯数 

※ 

【調査票名】 ２－人口移動調査票（死亡票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２２ 受理番号（旧）２８７０１６ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）住民基本台帳法第８条により住民票に記載又は削

除された者，外国人登録法第３条１項若しくは第８条１項の規定により，新規登録若しくは居住地

変更登録の申請をし，又は同法第１２条各項の規定により，登録証明書を返納した外国人 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）月間 （系統）鳥取県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１０日 

【調査事項】 １．死亡者数，２．性別，３．生年月 

※ 

【調査票名】 ３－人口移動調査票（県外転入票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２２ 受理番号（旧）２８７０１６ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）住民基本台帳法第８条により住民票に記載又は削

除された者，外国人登録法第３条１項若しくは第８条１項の規定により，新規登録若しくは居住地

変更登録の申請をし，又は同法第１２条各項の規定により，登録証明書を返納した外国人 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）月間 （系統）鳥取県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１０日 

【調査事項】 １．県外転入者数，２．性別，３．生年月，４．転入前の住所地 

※ 

【調査票名】 ４－人口移動調査票（県内転入票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２２ 受理番号（旧）２８７０１６ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）住民基本台帳法第８条により住民票に記載又は削

除された者，外国人登録法第３条１項若しくは第８条１項の規定により，新規登録若しくは居住地

変更登録の申請をし，又は同法第１２条各項の規定により，登録証明書を返納した外国人 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）月間 （系統）鳥取県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１０日 

【調査事項】 １．県内転入者数，２．性別，３．生年月，４．転入前の住所地 
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※ 

【調査票名】 ５－人口移動調査票（県外転出票） 

【受理年月日】 平成１８年１１月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２２ 受理番号（旧）２８７０１６ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）個人 （属性）住民基本台帳法第８条により住民票に記載又は削

除された者，外国人登録法第３条１項若しくは第８条１項の規定により，新規登録若しくは居住地

変更登録の申請をし，又は同法第１２条各項の規定により，登録証明書を返納した外国人 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）月間 （系統）鳥取県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１０日 

【調査事項】 １．県外転出者数，２．性別，３．生年月，４．転出先の住所地 
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【調査名】 企業経営者見通し調査 

【実施機関】 鳥取県企画部統計課 

【目 的】 企業経営者の景気及び経営に対する判断及び見通しを調査し，景気の動向を把握するための基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－企業経営者見通し調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（毎年５，８，１１，２月末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ８７７ 

※ 

【調査票名】 １－企業経営者見通し調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２３ 受理番号（旧）１９３０４１ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）従業者３０人以上の民営事業所 （抽出枠）平

成１６年事業所企業統計調査 調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／母１，１１２ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年５，８，１１，２月１日現在 （系統）鳥取県

→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）５，８，１１，２月の１０日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．業界の景気に対する見通し，３．売上高の増減・要因，４．経常利益の

増減・要因，５．設備投資の状況・投資目的，６．生産設備の状況（製造業のみ），７．生産数量

の状況（製造業のみ），８．製品・商品の在庫水準（製造業，卸売・小売業のみ），９．資金繰り

の状況，１０．企業経営上の問題，１１．円相場の影響，売上高に占める輸出割合 
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【調査名】 鉱工業生産動態調査 

【実施機関】 鳥取県企画部統計課 

【目 的】 鳥取県における鉱工業生産，出荷及び在庫の動態を把握し，もって鳥取県内の鉱工業生産，出荷及び

在庫に関する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－鉱工業生産動態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「鳥取県鉱工業指数月報」（翌々月２０日頃） 鳥取

県鉱工業指数により年報を公表（翌年１０月頃） （表章）都道府県 

【経 費】 １，４５５ 

※ 

【調査票名】 １－鉱工業生産動態調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２４ 受理番号（旧）２８９０４０ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による大分類Ｄ鉱業又は，大

分類Ｆ製造業に属する事業所のうち知事が指定するもの （抽出枠）工業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７５／母２，１６１ （配布）郵送・オンライン・調査員 （取

集）郵送・オンライン・調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）鳥取県→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１５日 

【調査事項】 １．事業所の名称，２．事業所の所在地，３．知事が別に定める品目の月間生産数量，月間出荷

数量及び月末在庫数量 
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【調査名】 衛生行政報告例 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 衛生関係諸法規の施行に伴う各都道府県，指定都市及び中核市における行政の実態を数量的に把握し

て，国及び地方公共団体の衛生行政運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査の前身は，厚生省報告例が明治１９年以降内務報告例（明治１９年内務省令第１７号）として

報告されていたものを，昭和１３年の厚生省設置に伴い，新たに「厚生省報告例」（昭和１３年訓令第

１３号）として制定されたものであり，昭和２４年の全般的な報告事項の整理改善の際に，本報告例の

所管が大臣官房総務課から大臣官房統計情報部に移管された。  平成１２年に「厚生行政報告例」が

廃止され，「衛生行政報告例」が発足し，平成１４年には，「母体保護統計報告」を統合し，現在に至

る。 

【調査の構成】 １－衛生行政報告例 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「保健・衛生行政業務報告」（集計終了後） （表

章）全国・都道府県・指定都市・中核市 

【経 費】 ７６，７８８ 

※ 

【調査票名】 １－衛生行政報告例 

【受理年月日】 平成１８年１１月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２５ 受理番号（旧）２０６０７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９９ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）年度間 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年・２年 （実施期日）年度報＝翌年度５月末，隔年報＝当該年の翌年の２月末 

【調査事項】 １．精神障害者申請・通報・届出及び移送の状況，２．精神障害者措置入院・仮退院状況，３．

医療保護入院・応急入院及び移送による入院届出状況，４．精神医療審査会の審査状況，５．精神

障害者保健福祉手帳交付台帳登載数，６．精神保健福祉センターにおける相談等，７．精神保健福

祉センターにおける技術指導等，８．精神保健福祉センターにおける職種別職員設置状況，９．栄
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養士免許交付，１０．調理師免許交付，１１．就業調理師，１２．給食施設，１３．特定給食施設

に対する指導・監督，１４．衛生検査，１５．衛生検査機関における機器設備状況，１６．地方衛

生研究所における職種別職員設置状況，１７．特定建築物における環境衛生，１８．建築物環境衛

生に係る登録営業所，１９．墓地，火葬場及び納骨堂，２０．埋葬及び火葬並びに改葬，２１．興

行場，２２．ホテル営業，旅館営業，簡易宿所営業及び下宿営業，２３．公衆浴場，２４．理容

所，２５．美容所，２６．クリーニング，２７．許可を要する食品関係営業施設，２８．許可を要

しない食品関係営業施設，２９．食品衛生管理者，３０．製菓衛生師免許交付状況，３１．食品等

の収去試験，３２．乳の収去試験，３３．乳処理量，３４．環境衛生及び食品衛生関係職員，３

５．医療法第２５条の規定に基づく立入検査，３６．医療法人に対する指導・監督，３７．就業あ

ん摩マッサージ指圧師，はり師，きゅう師及び柔道整復師，３８．あん摩，マッサージ及び指圧，

はり，きゅう並びに柔道整復の施術所，３９．就業歯科衛生士の年齢階級別状況，４０．就業歯科

技工士の年齢階級別状況，４１．歯科技工所，４２．准看護師の免許交付，４３．就業保健師の年

齢階級別状況，４４．就業助産師の年齢階級別状況，４５．就業看護師の年齢階級別状況，４６．

就業准看護師の年齢階級別状況，４７．就業保健師・助産師・看護師・准看護師の従事期間状況，

４８．薬局，４９．薬事監視，５０．毒物劇物監視，５１．不妊手術，５２．人工妊娠中絶，５

３．特定疾患（難病）医療受給者証所持者数，５４．特定疾患（難病）登録者証所持者数，５５．

特定疾患（難病）医療受給者証・登録者証の変更状況，５６．特定疾患（難病）医療受給者証所持

者の状況，５７．狂犬病予防 
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【調査名】 本社等の活動実態調査 

【実施機関】 東京都総務局統計部統計調整課 

【目 的】 本社経費を把握し，東京都産業連関表作成のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－本社等の活動実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ６，０００ 

※ 

【調査票名】 １－本社等の活動実態調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１２６ 受理番号（旧）２０１０６０ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）本社・本所のみ （抽出枠）事業所・企業統計調

査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／母４２，６２０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）東京都→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年２月７日 

【調査事項】 １．従業者数，２．売上高等の状況，（売上原価，販売費，一般管理費），３．本社機能活動に

係る販売費及び一般管理費の内訳，４．商品別売上高及び東京都内での生産割合 
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（３） 中止 

【調査名】 農道・林道整備状況調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 農山村地域の農業・林業生産性の向上や農林産物の輸送利便性等に大きく寄与する農道及び林道の整

備状況を市町村ごとに把握し，土地改良事業や民有林林道事業の更なる推進に必要な基礎資料を作成す

る。 

【調査の構成】 １－農道用調査票，２－林道用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年の翌年３月中旬） （表

章）全国 

【経 費】 ３，５００ 

【備 考】 〔中止の理由〕本調査については、調査体系を見直したことから廃止することとした。 

※ 

【調査票名】 １－農道用調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２７ 受理番号（旧）２０３０３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）全市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，２０７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）毎年８月１日 （系統）農林水産省→地方農政局→統計情報事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月 

【調査事項】 １．延長距離，２．トンネルの箇所数及び延長距離，３．橋梁の箇所数及び延長距離 

※ 

【調査票名】 ２－林道用調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２７ 受理番号（旧）２０３０３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）全市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，２０７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握
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時）毎年８月１日 （系統）農林水産省→地方農政局→統計情報事務所→市区町村 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月 

【調査事項】 １．延長距離，２．トンネルの箇所数及び延長距離，３．橋梁の箇所数及び延長距離 
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【調査名】 水産業経営調査 

【実施機関】 鳥取県企画部統計課 

【目 的】 鳥取県内における内水面漁業及び内水面養殖業を営む事業所の経営の実態を把握し，県民所得推計の

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－水産業経営調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計 （公表）公表しない （表章）都道府県 

【備 考】 〔中止の理由〕水産業経営調査について規定している鳥取県統計調査条例施行規則（平成１２年３月

３１日鳥取県規則第２０号）から，水産業経営調査を削除（廃止）し調査しなくなるため。水産業経営

調査ではなく，別の手法で県民所得の推計が可能となったため。 

※ 

【調査票名】 １－水産業経営調査票 

【受理年月日】 平成１８年１１月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２８ 受理番号（旧）０７２００２ 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）協同組合 （属性）県内の内水面漁業を営む者が組織する漁業協

同組合及び内水面養殖業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）併用 （取集）併用 （記入）併用 （把握時）年間 

（系統）鳥取県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月 

【調査事項】 名称，所在地，組合員数又は従業者数，事業内容（年間総漁獲高，年間総販売量及び販売金額） 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(4) (4)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 605

(3) (3)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 88

(3) (4) (4) (7)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 693

(1) (1) (1)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 463

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 537

(1) (1) (2)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 1000

2 2 0 1 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (19)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 177

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (20)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 182

(1) (1) (1) (1)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 924

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 2026

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 33

3 2 8 2 2 2 2 2 23

(2) (4) (1) (1) (1) (9)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 2648

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (9)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 4730

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 2853

(2) (2) (2)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 628

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 204

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 31

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (113)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 1055

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (118)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 4770

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 944

11 1 7 11 27 30

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 565

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (200)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 1621

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (12) (225)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 3160

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (156)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 1497

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (206)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 1270

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (362)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 2767

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (64)

2 1 4 11 1 1 1 20

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 809

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 395

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 313 441 18251

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 326 449 18646

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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年（月） 平成17年 備　考

12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

(4)

1 3 1 1 1

(1)

1 1

(4)

1 4 1 1 1 1

1 1 2 1 1

(1)

6 6 2 5 1 1

6 6 3 6 1 2 2 1

1

(4) (1)

2 6 1

(4)

2 6 1

(1)

1 4 1 4 3

4 5 2 2 4 5 10 1 2 3 1

2 2

(2)

4 3 1 7 16 1 10 3

4 6 8 3 9 4 5 26 2 12 8 1

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成18年

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

平成17年 備　考

12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

28 1 4 6 11 1 2 3 5 12 14

(1)

15 2

2

1

(1)

2 4 7 3

(1)

30 1 19 8 13 11 1 2 6 5 13 14

19 2 2 1 19

1 3

1 2 1

(1) (1) (2)

2 4 1 7

20 2 5 2 3 1 2 30

11 4 2 7 13 4

(2)

11 4 2 1 6 2

11 11 4 6 9 1 19 6

(1) (1)

1 1

8 2 2 12

4 1 1 3

72 14 40 35 25 29 11 39 20 18 48 53

72 14 40 35 29 29 12 39 21 21 48 53

平成18年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 289

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 29 700

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 41

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 2768

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 1825

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 3 113

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 29 1457

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 644

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 27

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 80

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 113 4525

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 97 3249

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 9 192

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

平成17年 備　考

12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

新 規 1 1 1 1 2 1 1 1

国 変 更 1 6 2 6 1 2 4 1 1 3

中 止 2 2 2 1

新 規 2 7 4 3 1 9 3 1 12 14 3

変 更 6 7 6 4 15 12 3 10 4 8 10 6

中 止 3 3 12 1 1 1 1 1

新 規 4 1 1 1 1 5 9 7 7 3 1

市 変 更 2 1 1 1 2 2 2 1 3 1

中 止

新 規

変 更 1

中 止 　

新 規 7 9 5 4 2 2 16 12 8 20 18 5

変 更 9 13 9 11 17 15 7 16 6 8 14 10

中 止 2 3 5 12 1 3 1 1 2

年（月）

実施機関名

平成18年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等
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